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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 2019年２月 2020年２月 2021年２月 2022年２月 2023年２月

売上高 (千円) 2,244,687 2,878,343 1,141,705 3,026,375 4,102,087

経常利益又は経常損失（△） (千円) 613,420 1,480,621 △2,788,663 1,591,253 1,357,119

親会社株主に帰属する当期純

利益又は親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）

(千円) 421,727 1,319,132 △2,789,076 1,670,057 1,276,447

包括利益 (千円) 421,727 1,319,132 △2,789,076 1,670,057 1,276,447

純資産額 (千円) 6,070,249 7,389,381 4,600,305 6,185,903 7,318,978

総資産額 (千円) 7,247,819 8,912,583 6,038,805 7,170,499 8,598,482

１株当たり純資産額 (円) 4.21 5.13 3.19 4.31 5.10

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
(円) 0.36 0.92 △1.94 1.16 0.89

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) 0.05 0.65 － － －

自己資本比率 (％) 83.7 82.9 76.2 86.2 85.1

自己資本利益率 (％) 8.7 19.6 △46.5 31.0 18.9

株価収益率 (倍) 22.53 8.74 △6.72 9.45 11.23

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △1,472,044 799,472 130,972 911,378 1,119,826

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 537,879 △642,782 247,357 △388,521 △1,610,881

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 775,999 △191,400 191,201 △64,601 41,866

現金及び現金同等物の

期末残高
(千円) 789,069 754,359 1,323,890 1,782,146 1,332,957

従業員数
(名)

7 9 9 9 11

（外、平均臨時従業員数） (1) (－) (－) (－) (－)

　（注）１　第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であるため記載しており

ません。

２　第26期及び第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの希薄化効

果を有しないため記載しておりません。

３　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年3月31日)等を第27期の期首から適用しており、

第27期に係る各数値については当該会計基準等を適用した後の数値となっています。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 2019年２月 2020年２月 2021年２月 2022年２月 2023年２月

売上高 (千円) 1,086,279 1,747,343 580,705 1,046,760 888,567

経常利益又は経常損失（△） (千円) △377,637 596,489 △435,939 △194,285 △431,015

当期純利益又は

当期純損失（△）
(千円) △239,237 3,856,883 △436,131 △115,335 △138,825

資本金 (千円) 8,616,192 50,000 50,000 50,000 50,000

発行済株式総数 (株) 1,440,974,000 1,440,974,000 1,440,974,000 1,440,974,000 1,440,974,000

純資産額 (千円) 2,407,974 6,264,857 5,828,726 5,628,931 5,346,732

総資産額 (千円) 6,766,218 7,125,806 6,952,080 6,613,384 6,554,083

１株当たり純資産額 (円) 1.67 4.35 4.05 3.93 3.73

１株当たり配当額
(円)

－ － － 0.10 0.10

(内１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
(円) △0.20 2.68 △0.30 △0.08 △0.10

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) － 2.64 － － －

自己資本比率 (％) 35.6 87.9 83.8 85.1 81.6

自己資本利益率 (％) △15.7 88.9 △7.2 △2.0 △2.5

株価収益率 (倍) △39.72 2.99 △42.94 △136.88 △103.27

配当性向 (％) － － － － －

従業員数
(名)

7 9 9 9 11

（外、平均臨時雇用者数） （1） （－） （－） （－） （－）

株主総利回り (％) 50.0 50.0 81.3 69.4 63.8

（比較指標：TOPIX（配当込

み））
(％) (92.9) (89.5) (113.2) (117.0) (127.0)

最高株価 (円) 17 16 15 14 11

最低株価 (円) 6 5 7 9 9

（注）１　第23期及び第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。

２ 第26期及び第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

３　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年3月31日)等を第27期の期首から適用しており、

第27期に係る各数値については当該会計基準等を適用した後の数値となっています。

４　最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであり、2022年４

月４日以降は東京証券取引所スタンダード市場によるものであります。
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２【沿革】

1996年12月 マンションの企画・設計・販売を目的として、神奈川県横浜市中区初音町一丁目21番地１に株

式会社ランドを設立

1997年１月 宅地建物取引業神奈川県知事(1)第22113号の免許を取得し、販売代理業を開始

1997年６月 本社を神奈川県横浜市中区万代町一丁目２番地４に移転

2000年７月 自社分譲物件ランドシティシリーズ第一号

「ランドシティ紅葉ヶ丘パークサイド」を販売開始

2002年１月 宅地建物取引業免許を国土交通大臣(1)第6241号に変更

2002年４月 本社を神奈川県横浜市中区尾上町五丁目77番地２に移転

2003年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録

2004年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

2006年７月 本社を神奈川県横浜市西区みなとみらい二丁目２番１号に移転

2007年２月 株式会社東京証券取引所市場第二部に株式を上場

2008年２月 株式会社東京証券取引所市場第一部に指定替

2009年３月 本社を神奈川県横浜市西区北幸一丁目11番５号に移転

2014年１月 本社を神奈川県横浜市西区北幸二丁目８番29号に移転

2014年10月

2018年３月

宅地建物取引業免許を神奈川県知事(1)第28966号に変更

再生可能エネルギー関連投資事業を主たる事業とする株式会社TTSエナジーを連結子会社化

2022年４月 株式会社東京証券取引所の市場区分見直しに伴い、スタンダード市場に移行
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社４社から構成され、不動産売買及び不動産投資（太陽光発電所等の再生可能エ

ネルギー関連投資を含む。）並びに不動産に付随する事業のコンサルティング業務や仲介業務等による手数料の獲得を

目的とした事業を営んでおり、不動産事業、再生可能エネルギー関連投資事業、を報告セグメントとして開示を行って

おります。

これを事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社ＴＴＳ

エナジー

(注)３．４

福岡県

飯塚市
1,000

不動産事業及び

再生可能エネル

ギー関連投資事

業

100.0

役員の兼任　３名

営業上の取引

・当社より事業資金の貸付を行っております。

（注）１ 「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３ 特定子会社に該当しております。

４ 株式会社ＴＴＳエナジーについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等     (1）売上高        3,431,029千円

(2）経常利益      1,812,506千円

(3）当期純利益    1,432,445千円

(4）純資産額      1,991,760千円

(5）総資産額      4,458,898千円

５ 当連結会計年度において株式会社神宮前キャピタル及び株式会社ＷＡＲＡＭＡ ＬＡＢを設立したことにより

連結の範囲に含めておりますが、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

６ 上記の他合同会社エースリーがありますが、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ランド(E04015)

有価証券報告書

 6/90



５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 (2023年２月28日現在)

セグメントの名称 従業員数(名)

不動産事業 4

再生可能エネルギー関連投資事業　（注)２ －

その他の事業　（注)２ －

全社（共通）　（注)２ 7

合計 11

（注）１　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であります。

２　全社（共通）に所属する同一の従業員が複数のセグメントに従事しているため、全社(共通)に集約して記載

しております。

 

(2) 提出会社の状況

   (2023年２月28日現在)

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

11 38.8 4.6 6,334

 

セグメントの名称 従業員数(名)

不動産事業 4

再生可能エネルギー関連投資事業　（注)２ －

その他の事業　（注)２ －

全社（共通）　（注)２ 7

合計 11

（注）１　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であります。

２　全社（共通）に所属する同一の従業員が複数のセグメントに従事しているため、全社(共通)に集約して記載

しております。

(3) 労働組合の状況

　当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）会社の経営方針及び経営環境について

当社グループは、「Life（暮らし）　Affluence（豊かさ）　Nice（快適な）　Development（創造）」「豊かで

快適な暮らしの創造」を企業理念とし、成長し続ける企業体の構築を目指し、SDGsやESGを意識しながら社会に貢

献できる新たな事業機会の創出を含めた収益基盤の構築を行うことで、環境変化に強い高収益な企業体質の確立を

目指しております。

当社グループの属する不動産業界におきましては、低金利下での良好な資金調達環境を背景に、国内外の投資家

の投資意欲は依然として高く、不動産市況全体としては堅調に推移しているものの、土地価格及び建設工事費等の

原価高騰による不動産価格の高額化、金融政策変更に伴う市場への影響等も見極める必要が有り、今後の新規案件

への投資については、収益性の検討をより慎重に行うことが必要になってきております。

また、当社グループが手掛けている再生可能エネルギー関連投資事業につきましては、低金利や政府による経済

政策を背景に、良好な資金調達環境を活用したエネルギーファンド等の組成が活発であり、政府によるグリーン成

長戦略の推進等の後押しもあり、大きなビジネスチャンスとなっております。

しかしながら、当該事業においても、原材料費の高騰や円安傾向にある金融資本市場の変動等の影響を注視する

必要があり、先行きが不透明な状況となっております。

 

(2）中期的な経営戦略及び優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社グループにおきましては、提供される不動産案件情報や再生エネルギー関連投資に関する情報の中から優良

なものを厳選し、また、他社と差別化を図ることで、世界的な原材料費の高騰や円安の影響による経済の鈍化に負

けないよう努めてまいる所存であります。

しかしながら、現状の手元資金だけではそれらの優良な案件への即時対応等が行えない場合があるため、今後

は、機動的な資金調達により、必要な資金を確保し、主に不動産開発や太陽光発電所及びバイオマス発電所等の再

生可能エネルギー関連における権利関係の調整、許認可等の取得等を行い、事業者向けに売却する事業を積極的に

展開するとともに、情報ネットワークを通じて得られる様々な収益案件やその周辺事業等にも事業領域を拡大し、

収益性の高い事業へ集中的に資金投下を行うことで、収益性を向上させるとともに、資本効率を高め、総合的な企

業価値の向上を目指していく方針であります。

これらの方針の実現のため、具体的には、以下の項目について優先的に取り組んでまいります。

①　事業基盤の拡充及び収益力の強化

当社グループが手がけております再計可能エネルギー関連投資事業における太陽光発電所開発案件や不動産

投資事業における物流施設開発案件等の事業化に向け最大限の努力を継続するとともに、シナジー効果やリス

ク分散効果の観点から、バイオマス発電関連の案件や、不動産流動化案件等にも引き続き投資を行うことで、

事業基盤の拡充及び収益力を強化してまいる所存であります。

②　事業資金調達力の強化

当社グループは、収益力を強化し、強固な経営基盤を形成するためには、引き続き安定的な資金調達が課題

であると認識しております。

そのため、更なる財務基盤の充実を図るとともに、当社グループの置かれている状況を総合的に勘案したう

えで、円滑かつ多面的な資金調達を行ってまいります。

③　内部管理体制の強化

当社グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、引き続き、経営の健全性と効率性

を高めていくことが必要と考えており、こうした課題の実現に向けて、コーポレートガバナンス・コードに

添って、内部管理体制の強化に取り組んでまいります。

また、コーポレート・ガバナンス強化の一環として、「業務の適性を確保するための体制（当社グループに

おける内部統制の基本方針）」を制定しており、同方針の着実な運用に加え、責任ある経営体制の構築及び経

営に対する監督機能の強化並びに透明性の向上に努めることで、一層の体制強化を図ってまいります。

④　人材の確保・育成について

当社グループは、本有価証券報告書提出日現在において、役職員23名（当社グループから当社グループ外へ

の出向者を除き、社外取締役及び子会社取締役を含む。）と少人数である一方、各人が担当する業務はいずれ

も専門的な知識と多くの経験を必要としており、企業価値の源泉となっております。

当社グループにおいては、そのような知識・経験を持つ人材の確保・育成は重要な課題であると認識してお

り、今後の業容の拡大に向け、専門性の高い人材の確保・育成に注力してまいります。
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２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）特有の法的規制による影響について

当社グループが手掛けている事業セグメントにおきましては、国土利用計画法、宅地建物取引業法、建築基準

法、都市計画法、森林法、住宅品質確保促進法、金融商品取引法等、様々な法律により、法的規制を受けておりま

す。

当社グループは、あくまでも現行法令に適合した事業展開を行ってまいりますが、今後、当社の重点エリアにお

いて、各種規制の改廃や新たな法的規制が設けられる場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性があり

ます。

また、当社グループが手掛けております再生可能エネルギー関連投資事業におきましては、「再生可能エネル

ギーの固定価格買取制度」を活用した投資を行っております。

そのため、国の再生可能エネルギーに関する方針等の変化に伴い関連法令等の改正が行われた場合には、当社グ

ループの業績が影響を受ける可能性があります。

 

(2）引渡時期による業績変動について

当社グループが手掛けている事業におきましては、売買契約成立時ではなく、引渡時に売上が計上されます。ま

た、利益率は個別プロジェクトにより差があります。このため、プロジェクトの引渡時期により、業績の偏重が生

じております。今後も同様の理由により業績の偏重は発生すると考えられることから、当社グループの業績を判断

する際には留意する必要があります。

なお、天災その他予想し得ない事態による事業日程の遅延等、不測の事態により引渡時期が四半期末もしくは期

末を超えて遅延した場合には、当社グループの業績が著しく変動する可能性があります。

 

(3）不動産市況について

当社グループが属する不動産業界は、景気動向、金利動向、新規物件供給動向、不動産販売価格動向、住宅税制

等の影響を受けやすいため、景気見通しの悪化や大幅な金利の上昇、あるいは供給過剰による販売価格の下落の発

生等、諸情勢に変化があった場合には、購買者の購入意欲を減退させる可能性があり、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

また、建物の建設等を行う場合については、施工会社と工事請負契約を締結して工事を行うため、施工会社が信

用不安等に陥った場合には工期遅延等の問題が発生し、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性が

あります。

 

(4）有利子負債について

当社グループは、事業用不動産の取得資金及び建築費等の一部の開発所要資金を、金融機関等からの借入金によ

り調達する場合があり、事業規模の大きさによっては有利子負債への依存度が高くなる可能性があります。今後、

当社グループとしては、資金調達手段の多様化に積極的に取り組み、株主資本の充実に注力する方針ではあります

が、現行の金利水準が変動した場合には当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、金融機関からの融資が不十分あるいは不調に終わった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

なお、共同事業契約において、他の事業者による立替払相当額に対して金利相当の負担の取り決めがなされてい

る場合があり、これに該当するプロジェクトにかかる未払金を有利子負債として認識することがあります。これら

のプロジェクトにかかる金利水準が変動した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(5）主要事業の免許について

当社グループは、宅地建物取引業法第３条第１項及び第６条に基づき、宅地建物取引業者免許証の交付を受けて

おり、宅地建物取引業法第３条第２項の規定により、免許の有効期限は５年間と定められております。

また、宅地建物取引業法第３条及び第５条にて免許条件及び宅地建物取引業法第66条及び第67条にて取消事由が

定められており、これに該当した場合は免許の取消が命じられます。

現在、当該免許取消となる事由は発生しておりませんが、将来なんらかの理由により免許取消事由が発生した場

合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

なお、グループ各社の免許及びその有効期限は下表のとおりとなっております。
 

会社名 法令等名 免許・許可の内容 有効期間

株式会社ランド  宅地建物取引業法
神奈川県知事（2）

第28966号

2019年10月16日から

2024年10月15日まで

 

(6）新規事業の開発等について

当社グループでは、今後も引き続き、積極的に新規事業の開発、既存事業の拡大に取り組んでまいりますが、こ

れらの開発等に係る各種の進捗の遅れや当社グループのコントロールの及ばない法的規制、市場環境の変化等に

よって新規事業の展開が計画どおりに進まない場合、投資を回収できず、当社グループの業績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(7）連結子会社における新株予約権について

当社の連結子会社である株式会社TTSエナジーにおいては、当連結会計年度末時点において、新株予約権が発行

されております。

そのため、当該新株予約権の権利行使についての条件が満たされ、これらの新株予約権が行使された場合には、

１株当たりの株式価値が希薄化又は当社グループの連結の範囲に影響を及ぼす可能性があります。

なお、当該新株予約権の詳細は、後記「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (2)新株予約権等の状況 ③ そ

の他の新株予約権等の状況」をご参照ください。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営

成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①経営成績の状況

当連結会計年度（2022年３月１日から2023年２月28日まで）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染

症の影響による行動制限の緩和により、経済活動の正常化が進み、緩やかではあるものの景気に持ち直しの動き

が見られました。しかしながら、資源価格や原材料の高騰、円安の影響による物価の上昇等、先行きは不透明な

状況が続いております。

当社グループの属する不動産業界におきましては、低金利下での良好な資金調達環境を背景に、国内外の投資

家の投資意欲は依然として高く、不動産市況全体としては堅調に推移しているものの、土地価格及び建設工事費

等の原価高騰による不動産価格の高額化、金融政策変更に伴う市場への影響等も見極める必要が有り、今後の新

規案件への投資については、収益性の検討をより慎重に行うことが必要になってきております。

また、当社グループが手掛けている再生可能エネルギー関連投資事業につきましては、低金利や政府による経

済政策を背景に、良好な資金調達環境を活用したエネルギーファンド等の組成が活発であり、政府によるグリー

ン成長戦略の推進等の後押しもあり、大きなビジネスチャンスとなっております。

このような環境下において、当社グループは「豊かで快適な暮らしの創造」を企業理念とし、経営基盤の強化

を図るとともに、更なる企業価値の向上を目指し、最大限の努力を継続してまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上高は4,102百万円(前期比35.5％増)、営業利益は1,293百万円(前期比10.4％

減)、経常利益は1,357百万円(前期比14.7％減)、親会社株主に帰属する当期純利益は1,276百万円(前期比23.6％

減)となりました。

報告セグメントの業績につきましては、以下の通りであります。

なお、各報告セグメントの金額は、セグメント間取引を相殺消去する前の金額であります。

また、当連結会計年度より報告セグメント区分の変更を行っており、以下の前期比較については、前連結会計

年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で行っております。

詳細は、第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　注記事項（セグメント情報等）の「１．報告セグメントの

概要」をご参照下さい。

(不動産事業)

不動産事業につきましては、共同事業形式による企画・権利付き物流倉庫用地・デベロッパー向け共同住宅

用地等の売却及び買取再販案件の引渡しによる売上計上を行った結果、売上高は2,966百万円（前期比は

183.4％増）、営業利益は905百万円（前期は76百万円の営業損失）となりました。

(再生可能エネルギー関連投資事業)

再生可能エネルギー関連投資事業につきましては、太陽光発電所建設に係る共同事業の精算を行ったこと及

び一部進捗が遅れている案件について棚卸資産評価損を計上した結果、売上高は1,135百万円（前期比42.6％

減）、営業利益は564百万円（前期比69.8％減）となりました。

(その他の事業)

その他の事業につきましては、新たに設立した連結子会社等の開設費用等を計上した結果、営業損失44百万

円を計上しております。

 

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

ⅰ　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、1,119百万円（前期比22.9％増）となりました。これは主に、前連結

会計年度までに投下していた不動産事業及び再生可能エネルギー関連投資事業における共同事業資金・利

益の回収が進んだことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、1,610百万円（前期比314.6％増）となりました。これは主に短期貸付

金の増加によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、41百万円（前期は、64百万円の支出）となりました。これは主に不

動産事業における短期借入金の増加及び第26期末配当の実施による資金の支出によるものであります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 
2019年
２月期

2020年
２月期

2021年
２月期

2022年
２月期

2023年
２月期

自己資本比率（％） 83.7 82.9 76.2 86.2 85.1

時価ベースの自己資本比率（％） 159.0 129.3 310.2 219.9 166.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍） － 0.6 4.9 0.7 0.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 168.3 24.5 192.4 111.0

(注)１. 各指標の算出は以下の算式を使用しております。

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

２. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

３. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

４. 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を計上しているすべての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。

５. 2019年２月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオにつきまし

ては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。

 

ⅱ　資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、不動産事業及び再生可能エネルギー関連投資事業におけ

る新規案件のための投資資金のほか、販売費及び一般管理費等の営業費用及び支払利息等の営業外費用であ

ります。

当連結会計年度におきましては、上記運転資金の大部分について自己資金を充当しておりますが、一部棚

卸資産の仕入れ及び共同事業の出資に際して、資金計画を勘案し、適宜金融機関等からの借入を実施してお

ります。

これらの営業活動の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は1,332百万円となりまし

た。
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③生産、受注及び販売の実績

当連結会計年度の売上実績をセグメントに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　2022年３月１日
至　2023年２月28日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

不動産事業 2,966,615 183.4

再生可能エネルギー関連投資事業 1,135,472 △42.6

その他の事業 － －

合計 4,102,087 35.5

（注) 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

当連結会計年度
(自　2022年３月１日
至　2023年２月28日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ティーティーエス企画（注） 1,979,615 65.4 3,431,029 83.6

株式会社プラットホーム（注） 670,179 22.1 379,349 9.2

（注) 共同事業パートナーであり、販売高には、共同事業における売上のうち、当社の持分相当額又は利益分配額を

記載しております。
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（2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されて

おります。

なお、個々の「重要な会計方針及び見積り」につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連

結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。

②経営成績等の分析

ⅰ 売上高

当連結会計年度における売上高につきましては、不動産事業における不動産流動化案件（共同事業形式に

よるものを含む）において３件、再生可能エネルギー関連投資事業案件における太陽光発電所の流動化案件

１件等の売上計上を行った結果、売上高は前期比35.5％増の4,102百万円となりました。

なお、各セグメントの詳細な数値につきましては、「第２ 事業の状況 ３ 経営者による財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1）経営成績等の状況の概要 ③生産、受注及び販売の実績」をご

参照ください。

 

ⅱ 売上原価、販売費及び一般管理費

当連結会計年度における売上原価は、比較的利益率の高い案件の引渡しが行われたものの、一部進捗が遅

れている案件について棚卸資産評価損を計上した結果、2,138百万円となりました。

また、当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、諸経費の削減を引き続き徹底したものの、控除

対象外消費税を含む租税公課費用等が増加したことから、前連結会計年度に比べ増加し、669百万円となりま

した。

以上の結果、当連結会計年度の営業利益は、1,293百万円（前年度比10.4％減）となりました。

 

ⅲ 営業外損益

当連結会計年度における営業外収益は、受取利息及びその他手数料収入等の計上及び過年度において全額

貸倒引当金を計上済みであった長期貸付金の利息相当分について回収が進んだことにより81百万円となりま

した。

また、当連結会計年度における営業外費用は、支払利息等の金融費用等を計上した結果18百万円となりま

した。

以上の結果、当連結会計年度の経常利益は、1,357百万円（前年度比14.7％減）となりました。

 

ⅳ 特別損益

当連結会計年度における特別損失は、一部資産の除却損を計上したことにより0百万円となりました。

以上の結果、税金等調整前当期純利益は、1,356百万円（前年度比18.8％減）となりました。

 

ⅴ 親会社株主に帰属する当期純利益

当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、上記の税金等調整前当期純利

益に、法人税、住民税及び事業税を80百万円計上したことにより、1,276百万円（前年度比23.6％減）となり

ました。
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③財政状態の分析

ⅰ 資産の部

当連結会計年度末の総資産につきましては、8,598百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,427百万円増

加いたしました。

これは主に、再生可能エネルギー関連投資事業における短期事業資金の貸付が増加したことによるもので

あります。

ⅱ 負債の部

当連結会計年度末の負債につきましては、1,279百万円となり、前連結会計年度末に比べ294百万円増加い

たしました。

これは主に、不動産事業における短期事業資金の借入が増加したことによるものであります。

ⅲ 純資産の部

当連結会計年度末の純資産につきましては、7,318百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,133百万円増

加いたしました。

これは主に、第26期末配当による利益剰余金の減少及び親会社株主に帰属する当期純利益1,276百万円によ

る利益剰余金の増加によるものであります。

 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因といたしましては、「第２　事業の状況　２　事業等のリス

ク」をご参照ください。

 

４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

５【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

該当事項はありません。

２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

特記すべき事項はありません。

(2) 国内子会社

特記すべき事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,483,896,000

計 1,483,896,000

（注）2023年５月25日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より

4,280,000,000株増加し、5,763,896,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2023年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年５月26日)

上場金融商品取引所名又は登録認
可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,440,974,000 1,440,974,000
東京証券取引所

スタンダード市場

株主としての権利内

容に制限のない標準

となる株式であり、

単元株式数は100株で

あります。（注１）

計 1,440,974,000 1,440,974,000 － －

（注）１．普通株式のうち、66,756千株については、債権（金銭債権1,695,992千円）の現物出資（デット・エクイ

ティ・スワップ）により発行されたものであります。

２．「提出日現在発行数」欄には、2023年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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③【その他の新株予約権等の状況】

　イ．連結子会社（株式会社ＴＴＳエナジー）第1回新株予約権（2018年２月20日臨時株主総会決議）

 
当事業年度末現在

（2023年２月28日）

提出日の前月末現在

（2023年４月30日）

決議年月日 2018年２月20日 同左

新株予約権の数（個） 60（注）１ 60（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60（注）１ 60（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 同左

新株予約権の行使期間 （注）２ 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　（注）３
資本組入額　（注）４

同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
取締役会の決議による承

認を要する
同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 該当事項はありません。 同左

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

　なお、付与株式数は、新株予約権の割当日後、発行会社が株式分割（普通株式の無償割当を含む。以下同

じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整する。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当

該時点で権利行使又は消却されていない本新株予約権の目的である株式の数についてのみ行い、調整の結果

生じる１株未満の端数は切り捨てる。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

　また、上記のほか、本新株予約権の割当日後、本新株予約権の目的である株式の数の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときには、発行会社は合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することが出来る。

　なお、上記の結果生じる1株未満の端数は切り捨てる。

２．新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下「行使期間」という。）は、本新株予約権の割当日を始期

とし、当該割当日の10年後の応当日を終期とする期間とする。

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される1株あたりの払込金額（以下「行

使価額」という。）に、(注) １．に定める本新株予約権1個あたりの目的となる株式の数を乗じた金額とす

る。

　なお、発行会社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割（又は併合）比率

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数を生

じたときにはその端数を切り上げるものとする。

　なお、当連結会計年度末における発行会社の資本金は1,000千円であり、その発行済株式総数は20株であ

ります。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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５．新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の行使によって、本新株予約権の発行日までに発行されている発行会社の普通株式（以下

「既発行株式」という。）の総数が当該本新株予約権の行使により発行会社の普通株式が発行されたと仮

定した時点における発行会社の発行済株式総数の３分の２を下回ることとなるときは、当該本新株予約権

の行使を行うことはできない。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

(a)本新株予約権の割当日の５年後の応当日を経過した場合

(b)発行会社が倒産した場合

(c)発行会社が本新株予約権者との間の重要な契約の重要な条項に違反した場合

(d)その他、発行会社が本新株予約権者の信頼を害すると客観的に認められる行為を行った場合

②本新株予約権の行使によって、発行会社の発行済株式総数が当該時点における授権株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使はできない。

③各本新株予約権の一部行使はできない。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年３月14日～
2018年８月８日
(注)１

665,000,000 1,443,724,000 1,001,490 8,616,192 1,001,490 8,380,912

2019年２月21日
(注)２

△2,750,000 1,440,974,000 － 8,616,192 － 8,380,912

2019年７月25日
(注)３

－ 1,440,974,000 △8,566,192 50,000 △8,380,912 －

（注） １　新株予約権の権利行使による増加

発行価額　　　 3円00銭

資本組入額　　 1円50銭

２　2019年２月21日開催の取締役会においてＡ種種類株式2,750,000株を消却しております。

３　会社法第447条第１項及び会社法第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金を減少し、その他資

本剰余金へ振替えたものであります。

（５）【所有者別状況】

       (2023年２月28日現在)

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
－ 7 28 92 41 150 35,213 35,531 －

所有株式数

(単元)
－ 1,558,452 110,840 1,883,484 260,396 42,247 10,554,001 14,409,420 32,000

所有株式数

の割合(％)
－ 10.8 0.8 13.1 1.8 0.3 73.2 100.0 －

　（注)　自己株式7,257,097株は、「個人その他」に72,570単元、「単元未満株式の状況」に97株を含めております。
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（６）【大株主の状況】

  (2023年２月28日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
(％)

松谷　昌樹 神奈川県横浜市神奈川区 320,036,000 22.32

株式会社ランドコーポレーション 神奈川県横浜市神奈川区金港町1-11 160,000,000 11.16

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町2丁目11番3号 134,231,700 9.36

岡　秀朋 三重県津市 28,755,200 2.01

前澤　政弘 東京都葛飾区 25,626,000 1.79

小沢　一光 栃木県芳賀郡茂木町 17,500,000 1.22

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海1丁目8-12 13,653,500 0.95

協和青果株式会社 埼玉県越谷市新川町2丁目68-5 12,000,000 0.84

J.P.Morgan Securities plc

（常任代理人　JPモルガン証券株式会社）

25 Bank Street Canary Wharf London

UK

（東京都千代田区丸の内2丁目7番3号）

10,507,672 0.73

有限会社協和商事 埼玉県越谷市新川町2丁目68-5 8,000,000 0.56

計 ― 730,310,072 50.94

（注）１．上記の他に、当社所有の自己株式が7,257,097株あります。

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、すべて信託業務に係るものであります。

３．株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数は、すべて信託業務に係るものであります。
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（７）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    (2023年２月28日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

－
株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式普通株式 7,257,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,433,685,000 14,336,850 同上

単元未満株式 普通株式 32,000 － －

発行済株式総数  1,440,974,000 － －

総株主の議決権  － 14,336,850 －

（注）単元未満株式には、自己株式97株が含まれています。

 

 

② 【自己株式等】

    (2023年２月28日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ランド

神奈川県横浜市西区北幸２

丁目８番２９号
7,257,000 － 7,257,000 0.50

計 － 7,257,000 － 7,257,000 0.50
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 7,257,097 － 7,257,097 －
 
（注）当期間における保有自己株式数には、2023年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社グループは、株主への長期的な利益還元を経営の重要課題として位置づけております。

利益配当につきましては、当社グループの中長期的な成長に向けた資金需要や将来の経営環境の見通し等を総合的

に勘案した上で実施することを基本方針としております。

また、当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことがで

きる。」旨定款に定めております。

当事業年度の配当につきましては、当社グループの中長期的な成長に向けた資金需要や将来の経営環境の見通し等

を総合的に勘案した上で、１株当たり0.1円の配当を実施することを決定しました。この結果、当連結会計年度の連

結配当性向は11.2％となりました。

内部留保資金につきましては、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために有効投資してまいりたいと

考えております。

なお、当社は、中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 基準日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

2023年４月20日
2023年２月28日 143,372 0.10

取締役会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主にとっての企業価値を高めることはもちろん、迅速かつ適切な意思決定や経営の執行

及び監督体制の維持強化に加え、適時適切な情報開示を通じて企業活動の透明性を高めることにより、コーポ

レート・ガバナンスのより一層の充実に努めてまいる所存であります。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．企業統治の体制の概要

当社は、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を置き、企業統治の基本体制としております。取締役会

及び監査等委員会は月1回以上開催され、経営の意思決定プロセスの監視機能と業務執行の適正性を確保し

ております。

 

a.取締役会

当社の取締役会は、取締役６名で構成されており、うち社外取締役は３名であります。

取締役会は、業務執行に係る重要事項の決定機関として、法令及び定款に定められた事項並びに重要な業

務に関する事項を決議するとともに、取締役の職務執行状況を監督しております、

毎月１回の定例取締役会において、業務執行に携わる責任者も同席のもと、月次での予実管理分析を行

い、業務の進捗状況を把握するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催することにより、迅速かつ適切な意

思決定に努めております。

なお、本有価証券報告書提出日現在の取締役会の構成は以下のとおりです。

　議長：代表取締役社長　松谷　昌樹

　構成員：常務取締役　佐瀬　雅昭、常務取締役　渡部　隆

　　　　　取締役　齊藤　守人（社外取締役）、取締役　五十嵐　啓二（社外取締役）、

　　　　　取締役　平井　清志（社外取締役）

 

ｂ.監査等委員会

当社の監査等委員会は、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役３名）により構成され、取締役会

の職務執行を監査・監督しております。

また、監査等委員である取締役は、監査計画に基づき監査を行い、必要に応じて社内の各部署に対し、監

査に必要な資料の閲覧・提出、質問への回答等を求めるとともに、定期的に会計監査人との会合を行い、監

査機能の強化に努めております。

なお、本有価証券報告書提出日現在の監査等委員会の構成は以下のとおりです。

　議長：齊藤　守人（監査等委員である取締役（社外取締役))

　構成員：五十嵐　啓二（監査等委員である取締役（社外取締役))、

　　　　　平井　清志（監査等委員である取締役（社外取締役))

 

ｃ.指名報酬委員会（任意）

当社は取締役会の任意の諮問機関として「指名報酬委員会」を設置しております。

当社の当該指名報酬委員会は、取締役の指名報酬等に係る取締役会の機能の独立性及び客観性を強化し、

コーポレートガバナンスのさらなる充実を図るため、取締役会の任意の諮問機関として設置されており、取

締役会の諮問に応じ、主に取締役の選任及び解任に関する事項、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の報酬に係る方針・手続に関する事項、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の内容・

制度設計に関する事項、その他取締役会が必要と認めた事項について審議し、取締役会に答申を行います。

指名報酬委員会は、取締役会の決議により選定された取締役である委員3名で構成されており、その過半

数以上は独立社外取締役であります。また、委員長は本委員会の決議により、独立社外取締役から選定して

おります。

なお、本有価証券報告書提出日現在の指名報酬委員会（任意）の構成は以下のとおりです。

　委員長：齊藤　守人（監査等委員である取締役（社外取締役))

　構成員：松谷　昌樹（代表取締役)、五十嵐　啓二（監査等委員である取締役（社外取締役))
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ｄ.投資委員会（任意）

当社の投資委員会は、不動産投資案件に限らず、グループ全体の様々な投資案件を一元的に管理し、各部

署の責任者同席のうえ、取引の内容を審議することで、必要に応じて、取締役会への提言等を行っておりま

す。また、経営の透明性確保のため、原則として常勤監査等委員出席のもと開催しております。

なお、本有価証券報告書提出日現在の投資委員会（任意）の構成は以下のとおりです。

　議長：代表取締役社長　松谷　昌樹

　構成員：常務取締役　佐瀬　雅昭、常務取締役　渡部　隆

 

ロ．企業統治の体制を採用する理由

当社は、毎月１回の定例取締役会において、業務執行に携わる責任者も同席のもと、月次での予実管理分

析を行い、業務の進捗状況を把握するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催することにより、迅速かつ適

切な意思決定に努めております。

監査等委員である取締役は、法令および財務・会計等に関して専門的知見を有し、違法性監査に止まら

ず、客観的・中立的立場から経営課題全般に亘って妥当性に関する助言、提言を行い、経営監視機能を果た

しております。さらに、監査等委員である取締役は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の法令ま

たは定款違反等について監査する他、必要に応じて、社内の各部署に対し、監査に必要な資料の閲覧・提

出、質問への回答等を求めており、内部監査室及び会計監査人とも密接に連携し監査の有効性・効率性を高

めることとしております。

なお、有価証券報告書提出日（2023年５月26日）現在、取締役６名のうち半数の３名が監査等委員である

社外取締役であり、経営監視機能の客観性・中立性は十分確保される体制となっております。

また、当社の子会社の管理は、関係会社管理規程に従っており、その経営状況に関する情報は取締役会に

報告され、その経営にかかる重要な意思決定には当社の意思が反映される体制となっております。

 

なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。
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③　企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システムの整備状況

当社では、業務の有効性・効率性向上、財務報告の信頼性、法令等の遵守、資産の保全、グループ内部統

制強化、監査等委員会監査の実効性確保等は、企業活動において最重要課題であると考えており、取締役会

において「業務の適性を確保するための体制（当社グループにおける内部統制の基本方針）」を決議し、内

部統制の整備を進めております。

また、「財務報告に係る内部統制の構築及び評価に関する基本方針」を定め、「全社的な内部統制（子会

社も含む。）」を始めとする内部統制状況の整備・運用状況の評価や各種運用テストを通じ、内部統制の有

効性を確認しているほか、関連当事者取引についても定期的な調査を行い、利益相反取引行為等の防止に努

めております。

 

ロ．リスク管理体制の整備の状況

当社グループは、コンプライアンス重視の姿勢を徹底するため、内部監査の実施や、関連諸法令に関する

社員教育の充実等に努めております。なお、リスク管理体制の強化を図るため、業務プロセスの検証及び改

善に取り組むとともに、グループ社員全員に周知徹底すべく、啓蒙活動を行っております。

また、当社は、コンプライアンス体制の維持向上のため、弁護士事務所と顧問契約を締結しており、日常

発生する法律問題全般に関して適切な助言と指導を適宜受けられる体制としているほか、専門分野に応じて

その他の弁護士にもアドバイスを受けております。

 

ハ．子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

関係会社（子会社）の管理は、当社規程に従い、当社の管理部と、当該関係会社の日常管理を行う業務管

理部門とが連携・調整を図り、協力して行っております。

また、関係会社には、必要に応じて取締役又は監査役として当社の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）又は使用人を派遣し、当該関係会社の取締役の職務執行を監視・監督し、監査等委員会は、当該会社

の業務執行状況を監査しております。

各関係会社の事業運営については、各社の取締役より定期的に業務内容の報告を受け、重要案件について

は、事前協議を行うなど業務の適正を確保する体制を整えており、各関係会社での投資案件等に関しては、

原則として当社投資委員会の審議を要するものとしております。

 

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と監査等委員である取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）または監査

等委員である取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られま

す。

 

ホ．役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、保険会社との間で、当社の取締役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とす

る、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負

担しております。

　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負うことまたは

当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が補

填するものであり、１年毎に契約更新しております。

　なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の免責事項と

しており、また、填補する額について限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわ

れないようにするための措置を講じております

 

へ．取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は９名以内とし、監査等委員である取締役は５名以内

とする旨定款に定めております。
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ト．取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また累積投票によらない旨定款に定めておりま

す。

 

チ.株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項

当社は、以下の事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会決議事項を取締役会で決議

することができる旨、定款で定めております。

a.剰余金の配当等

当社は、機動的な資本政策および配当政策を行うことを目的として、剰余金の配当等、会社法第459条

第１項に定める事項については、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に定めておりま

す。

ｂ.取締役の責任免除

当社は、取締役が、期待される役割を十分に発揮できるよう取締役（取締役であった者を含む。）の会

社法第423条第１項の損害賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、取締役会の決議に

より、法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。

リ．株主総会の決議要件

当社は、株主総会の決議要件について、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を

もって行う旨定款に定めております。これは、株主総会の決議事項の審議を円滑に行うことを目的とするも

のであります。

 

ヌ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定

めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営

を行うことを目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　6名　女性　－名　（役員のうち女性の比率 －％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

社長
松　谷　昌　樹 1968年６月７日生

1991年４月 株式会社大京入社

1996年12月 当社設立　代表取締役社長(現任)

2000年２月 有限会社ランドコーポレーション

設立　代表取締役社長

2005年９月 株式会社ランドコーポレーション

取締役(現任)
　

(注)３
普通株式

320,036,000

常務取締役

管理部長
佐　瀬　雅　昭 1965年９月18日生

1988年４月 株式会社大京入社

1999年３月 株式会社シード入社

2000年３月 オートバイテル・ジャパン株式会社入社

2001年２月 当社入社　管理部長

2003年５月 当社取締役管理部長

2007年５月 当社常務取締役管理部長(現任)
　

(注)３
普通株式

204,500

常務取締役

経営企画部長
渡　部　　隆 1965年７月１日生

2002年５月 当社入社

2006年４月 当社管理部次長

2007年４月 当社経営企画部長

2013年５月 当社取締役経営企画部長

2017年５月 当社常務取締役経営企画部長(現任)
　

(注)３
普通株式

103,900

取締役

（常勤監査等委員）
齊　藤　守　人 1943年８月９日生

1962年４月 名古屋国税局入局

1982年７月 東京国税不服審判所　国税審査官

1991年７月 税務大学校教育第二部　教授

1999年７月 東京国税局徴収部　徴収課長

2001年７月 豊島税務署長

2002年７月 税理士開業

2005年５月 当社監査役

2010年５月 当社常勤監査役

2017年５月 当社取締役(常勤監査等委員)（現任）
　

(注)４
普通株式

284,000

取締役

（監査等委員）
五十嵐　啓　二 1948年４月８日生

1975年10月 司法試験合格

1978年３月 司法修習修了(第30期)

1978年４月 弁護士登録（現任）

2005年５月 当社監査役

2017年５月 当社取締役(監査等委員)（現任）
　

(注)４
普通株式

315,500

取締役

（監査等委員）
平　井　清　志 1950年８月３日生

1976年４月 東京国税局入局

1982年７月 東京国税局調査第二部　国税調査官

1992年７月 税務大学校　学務係長

1999年７月 東京国税局課税第一部　統括主査

2005年７月 東京国税不服審判所　国税副審判官

2008年７月 東京国税局税務相談室　主任税務相談官

2009年７月 阿南税務署長

2011年10月 税理士開業

2013年５月 当社　社外監査役

2017年５月 同　任期満了により退任

2023年５月 当社取締役(監査等委員)（現任）
　

(注)４
普通株式

－

計
普通株式

320,943,900

 （注）１．監査等委員である取締役　齊藤守人、五十嵐啓二および平井清志の各氏は、監査等委員である社外取締役で

あります。

２．取締役　齊藤守人、五十嵐啓二および平井清志の各氏につきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独

立役員として届け出ております。

３．2023年５月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時まで。

４．2023年５月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時まで。

②　社外役員の状況
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当社の社外取締役は３名であります。

当社は、社外取締役を選任することにより、的確な情報共有と充実した審議を基盤とした経営判断に努めてお

ります。各社外取締役は、これまでの経験を生かし、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点での経営

の監督とチェック機能を果たしております。取締役会においては、代表取締役社長または担当取締役から当社の

営業活動の状況、内部統制の状況、内部監査実施状況等について定期的に報告を受けております。また、主に社

外取締役からは経営陣から独立した客観的視点での助言等を得ております。

また、これら社外取締役は、会社に対する善管注意義務を遵守し、経営陣や特定の利害関係者の利益に偏ら

ず、株主共同の利益に資するかどうかの視点から、客観的で公平公正な判断をなしうる人格、識見、能力を有し

ていると判断しております。

当社は、業務執行の監督機能を強化する観点、あるいは取締役の業務執行を公正に監査する観点から、株式会

社東京証券取引所の定める上場規程等も十分に意識しつつ、一般株主と利益相反を生じる恐れのない人材を、社

外取締役とする方針としております。

齊藤守人氏は、税理士の資格を有しており、税務の専門家として財務及び会計に関し、長年の経験と高い見識

を有しております。また、常勤の監査等委員である取締役として、都度、客観的かつ広範な視点から意見を述べ

ております。今後も当社取締役会の監督機能強化への貢献が期待されることから、社外取締役として選任してお

ります。

五十嵐啓二氏は、弁護士として長年の経験と高い見識を有しており、企業法務及び税務に精通しており、財務

及び会計に関する見識を有しております。これまでの豊富な経験及び知見等を活かし、当社取締役会の監督機能

強化への貢献が期待されることから、社外取締役として選任しております。

平井清志氏は、税理士の資格を有しており、税務の専門家として財務及び会計に関し、長年の経験と高い見識

を有しております。これまでの豊富な経験及び知見等を活かし、当社取締役会の監督機能強化への貢献が期待さ

れることから、社外取締役として選任しております。

なお、社外取締役３名は、株式会社東京証券取引所が定める独立性の基準を満たしており、有価証券上場規程

で規定する独立役員（一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外取締役）の要件を充足していることから、

一般株主保護のため、独立役員として届け出ております。

なお、本有価証券報告書提出日現在、社外取締役のうち当社株式の保有者は、監査等委員である取締役の齊藤

守人及び五十嵐啓二の２名であります。それぞれの保有株式数については「第４　提出会社の状況 ４ コーポ

レート・ガバナンスの状況等 （２）役員の状況 ①役員一覧」をご参照ください。

また、それ以外の人的関係、取引関係その他利害関係に該当する事項はありません。

 

③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係

当社の社外取締役は３名であり、その３名全員が監査等委員会を構成しております。社外取締役は、取締役会

及び監査等委員会において活発な議論を行っております。また、監査等委員会は会計監査人と、会計監査計画報

告（年次）及び会計監査結果報告（年次）の他、財務報告に係る内部統制監査実施等必要の都度相互の情報交

換・意見交換を行うなど連携を密に行っております。

また、内部統制部門も定期的に情報交換を行い、内部統制システムの整備・確立、リスク評価について意見交

換を行っております。

社外取締役は、これらの情報共有を通じて当社の現状や課題認識を深め、積極的な提言や必要に応じて是正勧

告を行うことにより適正な監督機能を発揮しております。

 

（３）【監査の状況】

① 監査等委員会監査の状況

当社の監査等委員会は、監査等委員である社外取締役３名により構成されております。

監査等委員である取締役は、取締役会等の重要会議への出席等を通じて取締役（監査等委員である取締役を

除く。）の業務執行に関わる監視、監督機能を果たすとともに、内部監査室の活動内容等を踏まえ、必要に応

じ内部監査部門に対し指示できる体制をとっております。今後も、監査等委員会による法令に基づいた適正な

監査等を行い、経営の健全性を高めてまいります。

また、会計監査人とは、会計監査計画報告（年次）及び会計監査結果報告（年次）の他、財務報告に係る内

部統制監査実施等必要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなど連携を密に行ってまいります。

なお、当事業年度における監査等委員である取締役　齊藤守人氏及び大畑俊信氏は、税理士資格を有してお

り、また、監査等委員である取締役　五十嵐啓二氏は、弁護士として企業法務及び税務に精通しており、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

当事業年度において、当社は監査等委員会を13回開催しており、各監査等委員の出席状況は以下のとおりで

あります。

氏　名 開催回数 出席回数

齊藤　守人 13回 13回
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五十嵐　啓二 13回 13回

大畑　俊信 13回 13回

※大畑俊信氏は2023年５月25日開催の第27回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任しており

ます。

 

② 内部監査の状況

内部監査に関しましては、内部監査室(兼任者１名)により、経営目標に対する適合性とリスク管理の状況の

検証、評価及び法令、並びに社内規定等の遵守の状況と効率性の検証、評価を行っております。

代表取締役直轄の部署である内部監査室は、内部監査計画に基づき、各部門への監査を随時実施しておりま

す。監査結果は、代表取締役に逐次報告し、是正を要する指摘事項につきましては、代表取締役より各部署長

に対して改善指示を行い、各部署長は代表取締役に対して改善報告を行っております。

 

③ 会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

城南監査法人

 

ｂ．継続監査期間

1年間
 
ｃ．業務を執行した公認会計士

　指定社員　業務執行社員　　　坂口　洋二

　指定社員　業務執行社員　　　加藤　尽
 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名であります。
 

ｅ．監査法人の選定方針と理由
監査等委員会では会計監査人の選定に際し、体制、実績のほか、会計監査に係る取組み状況、情報交換

等を通じた専門性・独立性の有無確認等により、当社会計監査人としての適格性・妥当性を評価し決定し

ております。

監査等委員会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主

総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づ

き、当該議案を株主総会へ提出いたします。

また、監査等委員会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監

査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨とその理由を報告いた

します。

 

ｆ．監査等委員会による監査法人の評価

会計監査人の評価については、日本監査役協会が公表する「公認会計士の評価及び選定基準策定に関す

る監査役等の実務指針」に基づき、監査法人の独立性、職務執行の状況、継続監査年数等を総合的に勘案

し、監査等委員会において総合的に評価しております。
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ｇ．監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

（前々連結会計年度及び前々事業年度）   監査法人元和

（前連結会計年度及び前事業年度）       城南公認会計士共同事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務執行構成員　公認会計士　山野井　俊明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務執行構成員　公認会計士　山川　貴生

（当連結会計年度及び当事業年度）       城南監査法人

　なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

 

（前連結会計年度及び前事業年度）

（１）当該異動に係る監査公認会計士等の名称

　①選任する監査公認会計士等の氏名又は名称

　　　城南公認会計士共同事務所

　　　　業務執行構成員　公認会計士　山野井　俊明

　　　　業務執行構成員　公認会計士　山川　貴生

 

　②退任する監査公認会計士等の名称

　監査法人元和

 

（２）異動の年月日 2021年５月27日

 

（３）退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日

　　　2009年７月30日

 

（４）退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

（５）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　当社の会計監査人である監査法人元和は、2021年５月27日開催予定の当社第25回定時株主総会終

結の時をもって任期満了となります。監査法人元和より、同法人において当社の監査を担当してき

た主たる公認会計士らが近く脱退する意向である旨の申し出がありました。

　こうしたことを受け、当社監査等委員会は、監査法人元和においてはこれまでと同様の監査品質

を継続することが困難になることが予想されると判断し、適正な監査業務が継続的に実施される体

制を維持するため、新たに城南公認会計士共同事務所の公認会計士である山野井俊明氏及び山川貴

生氏を会計監査人として選任することといたしました。

　監査等委員会が城南公認会計士共同事務所の公認会計士である山野井俊明氏及び山川貴生氏を会

計監査人の候補とした理由は、同事務所には過去に当社の監査を担当し、当社の事業および事業環

境に精通している公認会計士が参画していることから適正な監査体制を継続できること、同事務所

自体には上場会社の会計監査人の実績は無いものの、同事務所の構成員である上記2名は過去に所属

していた監査法人において上場会社の監査経験があり、会計監査人に必要な専門性、独立性および

品質管理体制等を有していること、監査報酬額が相当であることなどを総合的に勘案した結果、同

事務所が当社に適した効率的かつ効果的な監査業務を遂行できると判断し、城南公認会計士共同事

務所の公認会計士である山野井俊明氏及び山川貴生氏を会計監査人として選任する議案の内容を決

定したものであります。

 

（６）上記（５）の理由及び経緯に対する意見

①退任する監査公認会計士等の意見

　特段の意見は無い旨の回答を得ております。

 

②監査等委員会の意見

　妥当であると判断しております。
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（当連結会計年度及び当事業年度）

（１）当該異動に係る監査公認会計士等の名称

　①選任する監査公認会計士等の氏名又は名称

　　　城南監査法人

 

　②退任する監査公認会計士等の名称

　　　　城南公認会計士共同事務所

　　　　業務執行構成員　公認会計士　山野井　俊明

　　業務執行構成員　公認会計士　山川　貴生

 

（２）異動の年月日 2022年５月26日

 

（３）退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日

　　　2021年５月27日

 

（４）退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

（５）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　当社の会計監査人である城南公認会計士共同事務所所属の公認会計士、山野井俊明氏及び山川貴

生氏は、2022年５月26日開催予定の第26期定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

　監査等委員会が城南監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、同監査法人は城南公認会計士

共同事務所を母体として設立されていることから、適正な監査体制を継続できること、会計監査人

に必要な専門性、独立性及び品質管理体制等を有していること、並びに監査報酬額が相当であるこ

となどを総合的に勘案した結果、同監査法人が当社に適した効率的かつ効果的な監査業務を遂行で

きると判断したためであります。

 

（６）上記（５）の理由及び経緯に対する意見

①退任する監査公認会計士等の意見

　特段の意見は無い旨の回答を得ております。

 

②監査等委員会の意見

　妥当であると判断しております。

 

④ 監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

提出会社 23,100 － 23,000 －

連結子会社 － － － －

計 23,100 － 23,000 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ.を除く）

前連結会計年度 (自 2021年３月１日　至 2022年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度 (自 2022年３月１日　至 2023年２月28日）

該当事項はありません。
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ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

前連結会計年度 (自 2021年３月１日　至 2022年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度 (自 2022年３月１日　至 2023年２月28日）

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬については、決定方針としては定めておりませんが、監査公

認会計士等が作成した監査計画につき、説明を受けるとともに内容を検討し、監査等委員会の同意を得た

うえで決定しております。

 

ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社監査等委員会におきましては、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指

針」を踏まえ、監査項目別の監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と監査の実施状況を確

認し、当該事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬額につ

き、会社法第399条第1項の同意を行っております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

 当社は2021年２月17日付で取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、「取締役」と

いう。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。（なお、当該決定方針は、2021年４月

８日付の取締役会において一部改定しております。）

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別報酬等について、報酬等の内容の決定方法および決定さ

れた報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指名報酬委員会からの答申が尊重さ

れていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりとなります。

 

イ.　取締役の報酬等については、当面の間、主に職責に応じた堅実な職務執行を促すため、次に掲げる表のと

おり「基本報酬（固定報酬） 」のみで構成されるものとする。

〈現行の報酬等の種類の比率〉

 ①：②及び③以外の報酬等 ②：業績連動報酬等 ③：非金銭報酬等

比率 100% 0％ 0％

当社における名称 基本報酬（固定報酬） － －

 ただし、今後更なる持続的な成長と企業価値の向上を目指すため、取締役の報酬については短期のみならず

中長期的な企業価値向上への貢献意識を高めることを目的として、報酬の一定割合について、インセンティブ

報酬の性格を有する業績連動報酬等や非金銭報酬等の導入について継続的に検討する。

 

ロ.　個々の取締役の具体的な報酬等の額は、株主総会の決議により承認された報酬限度額の範囲内において、

委員の過半数が独立社外取締役で構成されている指名報酬委員会に諮問した答申を尊重し、経済情勢や同業

他社における報酬水準等を考慮しつつ、職責、取締役個人の経験・実績・貢献度に基づき決定する。

 

ハ.　「基本報酬（固定報酬） 」は、任期中に定期的に支払うものとし、原則として、毎月現金にて支払う。

 

ニ.　決定の委任について

取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関し、取締役会の決議により、次の者に対し、次の範

囲・手続にて委任することができる。

委任を受ける者　　　　　　　：当社代表取締役

委任する権限の内容　　　　　：法令及び本決定方針に沿って、表中の①の報酬等につき、各取締役に対

する具体的配分額の決定及びこれに付帯する細部の事項の決定

委任を受ける者に求める手続き：委員の過半数が独立社外取締役で構成されている指名報酬委員会の答申

を尊重し、決定前に管理部門の担当取締役と協議を行い、同取締役から

意見を聴取すること

 

ホ.　本決定方針の決定・改定

本決定方針は、取締役会によって決定され、変更される。監査等委員である取締役の報酬等の決定方針

は、監査等委員である取締役の協議により決定され、変更される。

 

また、監査等委員である取締役の報酬に関しては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、監

査等委員である取締役の協議により決定することとしております。

 

なお、当社における株主総会で決議された報酬限度額は、以下のとおりとなっております。

役員報酬限度額（1事業年度）

　取締役(監査等委員である取締役を除く。)　 200,000千円（2017年５月25日開催　定時株主総会決議）

　監査等委員である取締役　　　　　　　　　　30,000千円（2017年５月25日開催　定時株主総会決議）
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②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金 その他

取締役

（社外取締役及び監査等

委員を除く。）

108,000 108,000 － － － 3

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く。）
－ － － － － －

社外役員 15,600 15,600 － － － 3

 

③　役員ごとの連結報酬等の総額

連結報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。

 

④　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。
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（５）【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、株

式の価値の変動または株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする投資を純投資目的である投資株

式とし、それ以外を純投資目的以外の目的である投資株式としております。

 

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

上場株式を保有していないため、記載を省略しております。

 

ｂ.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 3 45,000

非上場株式以外の株式 － －

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 1 20,000 金融取引の円滑な推進のため

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

 

ｃ.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の

保有の有無

株式数 株式数

貸借対照表計上

額

貸借対照表計上

額

日本住宅建設産

業関東協同組合

40口 20口 金融取引の円滑な推進のため
保有しております。

無
40,000千円 20,000千円

東京不動産信用

保証株式会社

5,000株 5,000株 不動産取引の円滑な推進のた

め保有しております。
無

5,000千円 5,000千円

 

みなし保有株式

　該当事項はありません。

 

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

④ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 

⑤ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2022年３月１日から2023年２月28日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2022年３月１日から2023年２月28日まで)の財務諸表について、城南監査法人によ

る監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2022年２月28日)

当連結会計年度
(2023年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,782,146 1,332,957

販売用不動産 ※１ 189,191 ※１ 294,628

仕掛販売用不動産 ※１ 408,886 ※１ 838,541

共同事業出資金 3,725,000 3,527,000

短期貸付金 929,840 2,492,344

その他 92,647 44,259

貸倒引当金 △9,338 △25,204

流動資産合計 7,118,373 8,504,528

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,011 13,950

減価償却累計額 △5,257 △5,844

建物及び構築物（純額） 1,753 8,106

その他 25,106 33,352

減価償却累計額 △23,543 △22,535

その他（純額） 1,563 10,817

有形固定資産合計 3,316 18,923

無形固定資産   

その他 3,289 2,482

無形固定資産合計 3,289 2,482

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 25,000 ※１ 45,000

差入保証金 20,519 27,549

長期貸付金 32,149 32,149

その他 33,920 33,920

貸倒引当金 △66,070 △66,070

投資その他の資産合計 45,519 72,549

固定資産合計 52,125 93,954

資産合計 7,170,499 8,598,482
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2022年２月28日)

当連結会計年度
(2023年２月28日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※１ 145,500 ※１ 352,600

１年内返済予定の長期借入金 298,221 310,899

未払費用 282,650 292,363

未払法人税等 1,132 80,486

賞与引当金 5,045 8,229

その他 28,996 ※２ 48,222

流動負債合計 761,546 1,092,802

固定負債   

長期借入金 223,050 186,702

固定負債合計 223,050 186,702

負債合計 984,596 1,279,504

純資産の部   

株主資本   

資本金 50,000 50,000

資本剰余金 2,797,818 2,797,818

利益剰余金 3,861,038 4,994,114

自己株式 △524,304 △524,304

株主資本合計 6,184,553 7,317,628

新株予約権 1,350 1,350

純資産合計 6,185,903 7,318,978

負債純資産合計 7,170,499 8,598,482
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2021年３月１日
　至　2022年２月28日)

当連結会計年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

売上高 3,026,375 ※１ 4,102,087

売上原価 ※２ 997,003 ※２ 2,138,712

売上総利益 2,029,372 1,963,374

販売費及び一般管理費 ※３ 584,774 ※３ 669,378

営業利益 1,444,597 1,293,996

営業外収益   

受取利息 14,109 41,392

受取手数料 11,669 11,577

受取賃貸料 3,041 4,729

貸倒引当金戻入額 120,597 －

その他 15,926 23,990

営業外収益合計 165,342 81,690

営業外費用   

支払利息 15,125 15,922

その他 3,561 2,645

営業外費用合計 18,687 18,567

経常利益 1,591,253 1,357,119

特別利益   

関係会社出資金売却益 78,594 －

その他 1,346 －

特別利益合計 79,941 －

特別損失   

固定資産除却損 － ※４ 185

特別損失合計 － 185

税金等調整前当期純利益 1,671,194 1,356,934

法人税、住民税及び事業税 1,136 80,486

法人税等合計 1,136 80,486

当期純利益 1,670,057 1,276,447

親会社株主に帰属する当期純利益 1,670,057 1,276,447
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2021年３月１日
　至　2022年２月28日)

当連結会計年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

当期純利益 1,670,057 1,276,447

包括利益 1,670,057 1,276,447

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,670,057 1,276,447

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 50,000 2,797,818 2,190,981 △440,204 4,598,595

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期純利益   1,670,057  1,670,057

自己株式の取得    △84,100 △84,100

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）      

当期変動額合計 － － 1,670,057 △84,100 1,585,957

当期末残高 50,000 2,797,818 3,861,038 △524,304 6,184,553

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 1,710 4,600,305

当期変動額   

親会社株主に帰属する当期純利益  1,670,057

自己株式の取得  △84,100

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △360 △360

当期変動額合計 △360 1,585,597

当期末残高 1,350 6,185,903
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当連結会計年度（自　2022年３月１日　至　2023年２月28日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 50,000 2,797,818 3,861,038 △524,304 6,184,553

当期変動額      

剰余金の配当   △143,372  △143,372

親会社株主に帰属する当期純利益   1,276,447  1,276,447

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）      

当期変動額合計 － － 1,133,075 － 1,133,075

当期末残高 50,000 2,797,818 4,994,114 △524,304 7,317,628

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 1,350 6,185,903

当期変動額   

剰余金の配当  △143,372

親会社株主に帰属する当期純利益  1,276,447

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  －

当期変動額合計 － 1,133,075

当期末残高 1,350 7,318,978
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2021年３月１日
　至　2022年２月28日)

当連結会計年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,671,194 1,356,934

減価償却費 3,008 6,363

貸倒引当金の増減額（△は減少） △115,591 15,865

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,166 3,184

関係会社出資金売却損益（△は益） △78,594 －

受取利息及び受取配当金 △14,259 △41,742

支払利息 15,125 15,922

棚卸資産の増減額（△は増加） △145,443 △338,154

未払金の増減額（△は減少） 1,145 1,603

前受金の増減額（△は減少） △356,000 10,482

その他 △87,706 82,974

小計 889,712 1,113,434

利息及び配当金の受取額 26,753 17,655

利息の支払額 △4,736 △10,089

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △351 △1,173

営業活動によるキャッシュ・フロー 911,378 1,119,826

投資活動によるキャッシュ・フロー   

短期貸付金の純増減額（△は増加） △513,067 △1,562,503

長期貸付金の回収による収入 120,597 －

投資有価証券の取得による支出 － △20,000

その他 3,949 △28,377

投資活動によるキャッシュ・フロー △388,521 △1,610,881

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 54,199 207,100

長期借入金の返済による支出 △34,280 △23,670

自己株式の取得による支出 △84,520 －

配当金の支払額 － △141,563

財務活動によるキャッシュ・フロー △64,601 41,866

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 458,255 △449,188

現金及び現金同等物の期首残高 1,323,890 1,782,146

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,782,146 ※１ 1,332,957
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　4社

(2) 主要な連結子会社の名称

株式会社ＴＴＳエナジー

 なお、当連結会計年度において、株式会社神宮前キャピタル及び株式会社ＷＡＲＡＭＡ ＬＡＢを設立し

たことにより連結の範囲に含めております。

２　持分法の適用に関する事項

 持分法を適用する非連結子会社及び関連会社はありません。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

 すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②棚卸資産

評価基準は原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

ⅰ)販売用不動産、仕掛販売用不動産、共同事業出資金及びその他の棚卸資産

個別法

ⅱ)貯蔵品

最終仕入原価法

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

建物及び構築物（建物附属設備を含む）については定額法、その他については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ８～15年

備品 ２～８年

また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づき、３年間

で均等償却を行っております。

 

②無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

 

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率による貸倒見積高を計上

し、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上してお

ります。

②賞与引当金

従業員への賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。
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(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

・不動産事業

不動産事業においては、自社グループ単独又は共同事業形式による、住宅（区分所有の集合住宅及び戸建

てを含む。）、オフィスビル、ホテル、商業施設、物流施設や宅地造成等の開発型不動産をはじめとした各

種不動産への投資を行っております。自社グループ単独による当該事業は、顧客に財を引き渡した時点で履

行義務は充足されると考え、当該時点で収益を認識しております。なお、共同事業形式による不動産投資に

係る収益は、個別プロジェクトごとに、金融商品実務指針に定める組合等の会計処理に準じて処理をしてお

ります。また、当該会計処理に基づく収益計上額については、個別のプロジェクトにおける当社及び連結子

会社の役割を考慮して、経済実態を適切に反映するよう判断しております。

 

・再生可能エネルギー関連投資事業

再生可能エネルギー関連投資事業においては、自社グループ単独又は共同事業形式による、太陽光発電所

やバイオマス発電所等の再生可能エネルギー案件の不動産開発をはじめとした投資を行っております。自社

グループ単独による当該事業は、顧客に財を引き渡した時点で履行義務は充足されると考え、当該時点で収

益を認識しております。なお、共同事業形式による再生可能エネルギー関連投資に係る収益は、個別プロ

ジェクトごとに、金融商品実務指針に定める組合等の会計処理に準じて処理をしております。また、当該会

計処理に基づく収益計上額については、個別のプロジェクトにおける当社及び連結子会社の役割を考慮し

て、経済実態を適切に反映するよう判断しております。

 

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①繰延資産の処理方法

株式交付費については、支出時に全額を費用として処理しております。

②消費税等の処理方法

控除対象外消費税等については、発生年度の期間費用としております。

③連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

④連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなり

ます。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ

通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目について

は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報

告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ

いて、改正前の税法の規定に基づいております。

なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税なら

びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開

示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）を適用する予定であります。
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（重要な会計上の見積り）

棚卸資産の評価

(1) 連結財務諸表に計上した金額

 前連結会計年度 当連結会計年度

販売用不動産 189,191千円 294,628千円

仕掛販売用不動産 408,886千円 838,541千円

共同事業出資金 3,725,000千円 3,527,000千円

棚卸資産評価損（売上原価） 179,498千円 338,237千円

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積り内容に関する情報

①金額の算出方法

当社グループの棚卸資産を構成する販売用不動産（買取再販業務における中古住宅等）、仕掛販売用不動産

(不動産事業における仕掛中の投資及び開発案件・買取再販業務における販売開始前の中古住宅等)、共同事

業出資金（共同事業パートナーと共に行う不動産事業及び再生可能エネルギー関連投資事業における仕掛中

の投資及び開発案件等）については、正味売却価額で測定し、正味売却価額が帳簿価額を下回った場合には

帳簿価格との差額を棚卸資産評価損（売上原価）として認識しております。

正味売却価額は、事業開始時、資金投入時、販売開始時等に策定される事業計画に基づく販売価格及び事業

原価等に基づき、将来キャッシュ・フロー等も用いて算出しております。また、事業の進捗及び販売状況に

応じて正味売却価額の見直しを行っております。

 

②主要な仮定

正味売却価額の算定に用いた主要な仮定は、販売価格及び工事価格であり、算出にあたっては、過去の販売

実績、将来の市場の動向、近隣地域の需給バランス、材料費や労務費等の事業コスト動向を考慮した事業計

画により見積りを行っております。また、再生可能エネルギー関連投資事業においては、発電見込み量等を

利用した将来キャッシュ・フローの見積りを行っております。

 

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

市況及び政策の変化等、前提とした環境等の変化により、正味売却価額が帳簿価額を下回った場合には評価

損や売却による損失が計上されることになり、将来の当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項

に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認

識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める

方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の

契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しておりま

す。

　なお、当該会計基準等の適用が当連結会計年度の損益及び期首利益剰余金に与える影響はありません。

　また、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関係」

注記については記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

　なお、当該会計基準等の適用が連結財務諸表に与える影響はありません。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこと

といたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2019年

７月４日）第７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては記

載しておりません。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」は金額的重要性が乏しくなっ

たため、当連結会計年度においては「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「助成金収入」に表示していた3,041千円

は、「営業外収益」の「その他」として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１ 担保資産

前連結会計年度（2022年２月28日）

短期借入金145,500千円の担保に供しているものは、次のとおりであります。

販売用不動産 111,425千円

仕掛販売用不動産 52,396千円

投資有価証券 20,000千円

 

当連結会計年度（2023年２月28日）

短期借入金352,600千円の担保に供しているものは、次のとおりであります。

販売用不動産 196,439千円

仕掛販売用不動産 174,719千円

投資有価証券 40,000千円

 

 

※２ 契約負債については「流動負債」の「その他」に計上しております。契約負債の金額については、「（収益

認識関係）」に記載しております。

 

　３ 債務保証

前連結会計年度（2022年２月28日）

株式会社ネクサスケアの施設賃料（1施設、月額4,905千円）について、債務保証を行っております。

 

当連結会計年度（2023年２月28日）

株式会社ネクサスケアの施設賃料（1施設、月額4,905千円）について、債務保証を行っております。

 

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を

分解した情報」に記載のとおりであります。

 

※２ 期末棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

 
　前連結会計年度

（自　2021年３月１日
　　至　2022年２月28日）

　当連結会計年度
（自　2022年３月１日

　　至　2023年２月28日）

売上原価 179,498千円 338,237千円

 

※３　販売費及び一般管理費の主要項目

 
　前連結会計年度

（自　2021年３月１日
　　至　2022年２月28日）

　当連結会計年度
（自　2022年３月１日

　　至　2023年２月28日）

役員報酬 123,600千円 123,600千円

支払手数料 229,614 255,743

租税公課 52,698 92,482

賞与引当金繰入額 △2,972 2,939

貸倒引当金繰入額 5,005 15,865

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　2021年３月１日
　　至　2022年２月28日）

　当連結会計年度
（自　2022年３月１日

　　至　2023年２月28日）

工具、器具及備品 －千円 0千円

ソフトウェア － 185
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,440,974,000 － － 1,440,974,000

合計 1,440,974,000 － － 1,440,974,000

自己株式     

普通株式 247,997 7,009,100 － 7,257,097

合計 247,997 7,009,100 － 7,257,097

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加7,009,100株は、2021年４月15日開催の取締役会決議による自己株式の取得に

よるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約

権の目的

となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結会計

年度期首残高

当連結会計

年度増加数

当連結会計

年度減少数

当連結会計

年度末残高

提出会社 第10回新株予約権 普通株式 30,000,000 － 30,000,000 － －

連結子会社 － － － － － － 1,350

合計 － 30,000,000 － 30,000,000 － 1,350

（注）第10回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の権利失効によるものであります。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

 

(２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年４月21日開催
取締役会決議

普通株式 143,372 利益剰余金 0.10 2022年２月28日 2022年５月12日
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当連結会計年度（自　2022年３月１日　至　2023年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,440,974,000 － － 1,440,974,000

合計 1,440,974,000 － － 1,440,974,000

自己株式     

普通株式 7,257,097 － － 7,257,097

合計 7,257,097 － － 7,257,097

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約

権の目的

となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結会計

年度期首残高

当連結会計

年度増加数

当連結会計

年度減少数

当連結会計

年度末残高

連結子会社 － － － － － － 1,350

合計 － － － － － 1,350

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2022年４月21日開催

取締役会決議
普通株式 143,372 0.10 2022年２月28日 2022年５月12日

 

(２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年４月20日開催
取締役会決議

普通株式 143,372 利益剰余金 0.10 2023年２月28日 2023年５月11日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2021年３月１日
至　2022年２月28日）

当連結会計年度
（自　2022年３月１日
至　2023年２月28日）

現金及び預金勘定

預入期間が３か月を超える定期預金

1,782,146千円

－

1,332,957千円

－

現金及び現金同等物 1,782,146 1,332,957

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、流動性を重視し、短期的な預金等に限定しており、資金調達につい

ては、個別事業の状況に応じて金融機関等からの借入による方針であります。

なお、現在、デリバティブ取引はありませんが、利用する際は、借入金の金利変動リスクを回避することを

目的とし、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式等であり市場価格の変動リスク等に晒されておりま

す。当該リスク等に関しては、定期的に有価証券の時価や発行体の財務状況を把握し、その保有方針を見直す

こととしております。

また、短期貸付金及び長期貸付金は、主に取引先に対する貸付であり、当該取引先の信用リスクに晒されて

おります。

借入金は、主に事業用不動産等の取得資金に係る資金調達であり、開発・販売計画の遅延等による流動性リ

スクを伴っておりますが、資金繰り管理を概ね日次で行い、当該リスクを管理しております。なお、資金調達

を行う際は、金利動向を十分に把握して、金利変動リスクを管理する方針であります。

その他、営業上の取引に係る未払金につきましては、そのほとんどが1年以内の支払期日であります。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

前連結会計年度（2022年２月28日）

（単位：千円）
 

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

① 長期貸付金 32,149   

貸倒引当金（※２） △32,149   

 － － －

資産計 － － －

① 長期借入金（1年内返済予定の長

期借入金を含む）
521,271 513,459 △7,812

負債計 521,271 513,459 △7,812
 

（※１）「現金及び預金」「短期貸付金」「短期借入金」「未払費用」「未払法人税等」については、現

金であること及び短期間で決済されるもののため、時価が帳簿価額に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。

（※２）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※３）以下の金融商品は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

記載しておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 25,000

 

 

当連結会計年度（2023年２月28日）

（単位：千円）
 

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

① 長期貸付金 32,149   

貸倒引当金（※２） △32,149   

 － － －

資産計 － － －

① 長期借入金（1年内返済予定の長

期借入金を含む）
497,601 491,224 △6,376

負債計 497,601 491,224 △6,376
 

（※１）「現金及び預金」「短期貸付金」「短期借入金」「未払費用」「未払法人税等」については、現

金であること及び短期間で決済されるもののため、時価が帳簿価額に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。

（※２）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※３）以下の金融商品は、市場価格のない株式等のため記載しておりません。当該金融商品の連結貸借

対照表計上額は以下のとおりであります。

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 45,000
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（注）１．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2022年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,782,146 － － －

短期貸付金 929,840 － － －

合計 2,711,986 － － －

　※ 長期貸付金につきましては、その全額に個別に貸倒引当金が計上されているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（2023年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,332,957 － － －

短期貸付金 2,492,344 － － －

合計 3,825,302 － － －

　※ 長期貸付金につきましては、その全額に個別に貸倒引当金が計上されているため、記載を省略しております。

 

（注）２．短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2022年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 145,500 － － － － －

長期借入金（1年内返済予定の長

期借入金を含む）
298,221 36,348 40,632 40,632 27,752 77,686

合計 443,721 36,348 40,632 40,632 27,752 77,686

 

当連結会計年度（2023年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 352,600 － － － － －

長期借入金（1年内返済予定の長

期借入金を含む）
310,899 40,632 40,632 27,752 20,712 56,974

合計 663,499 40,632 40,632 27,752 20,712 56,974
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

 金融商品の時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて以下の３つのレベルに分類してお

ります。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当する金融資産及び金融負債はありません。

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

 
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（1年内返済予定

の長期借入金を含む）
－ 491,224 － 491,224

(注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　長期借入金

　元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割引いて算出する方法によっ

ており、レベル２の時価に分類しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ランド(E04015)

有価証券報告書

56/90



（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2022年２月28日）

　非上場株式（連結貸借対照表計上額25,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（2023年２月28日）

　非上場株式（連結貸借対照表計上額45,000千円）については、市場価格のない株式等のため記載を省略して

おります。

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 7,914 986 －

合計 7,914 986 －

 

当連結会計年度（自　2022年３月１日　至　2023年２月28日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（退職給付関係）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2022年２月28日）
 
 

当連結会計年度
（2023年２月28日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注)２ 2,781,950千円 2,305,722千円

棚卸資産評価損 －  10,549

その他 25,040  59,426

繰延税金資産小計 2,806,991  2,375,699

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注)２ △2,781,950  △2,305,722

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △25,040  △69,976

評価性引当額小計（注)１ △2,806,991  △2,375,699

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金負債    

繰延税金負債合計 －  －

繰延税金資産の純額 －  －

（注)１．評価性引当額の減少の主な理由は、税務上の繰越欠損金の使用によるものであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2022年2月28日）

 
1年以内

（千円）

1年超

2年以内

（千円）

2年超

3年以内

（千円）

3年超

4年以内

（千円）

4年超

5年以内

（千円）

5年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越

欠損金（※)
419,317 22,244 115,589 498,848 133 1,725,816 2,781,950

評価性

引当額
△419,317 △22,244 △115,589 △498,848 △133 △1,725,816 △2,781,950

繰延税金資産 － － － － － － －

(※) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

当連結会計年度（2023年2月28日）

 
1年以内

（千円）

1年超

2年以内

（千円）

2年超

3年以内

（千円）

3年超

4年以内

（千円）

4年超

5年以内

（千円）

5年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越

欠損金(※)
－ 80,923 498,848 133 － 1,725,816 2,305,722

評価性

引当額
－ △80,923 △498,848 △133 － △1,725,816 △2,305,722

繰延税金資産 － － － － － － －

(※) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2022年２月28日）
 
 

当連結会計年度
（2023年２月28日）

法定実効税率 34.0％  34.0％

（調整）    

評価性引当金の増減 △26.5％  △19.6％

中小法人の軽減税率 △8.8％  △8.8％

その他 1.2％  0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.1％  5.9％

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（2022年２月28日）

当社グループは、本社等の建物につき、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有

しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていな

いことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を

計上しておりません。

 

当連結会計年度（2023年２月28日）

当社グループは、本社等の建物につき、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有

しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていな

いことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を

計上しておりません。

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項）４．会計方針に関する事項（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年

度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関

する情報

 

(1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

 当連結会計年度期首 当連結会計年度末

契約負債（注） － 1,500

（注）契約負債は、主に不動産売買契約における顧客からの前受金であり、契約負債は収益の認識に伴い取り

崩されるものであります。

なお、契約負債は、連結貸借対照表上の「流動負債」の「その他」に含まれております。

 

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法

を適用し、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(１)報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行っているものであります。

当社グループは主に不動産の価値最大化や最適活用を行う事業を展開しており、その取扱う品目群ごとに包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

それに伴い、当社グループは「不動産事業」「再生可能エネルギー関連投資事業」を報告セグメントとし、報

告セグメントに含まれない事業セグメントを「その他」としております。

 

(２)報告セグメントに属するサービスの種類

セグメント区分 事業の内容

不動産事業

住宅（区分所有マンション・戸建て）、オフィスビル、ホテル、商業施

設、物流施設や宅地造成等の開発型不動産をはじめとした各種不動産を企

画・開発・販売を行う事業

（共同事業形式による不動産投資等を含む。）

再生可能エネルギー

関連投資事業

太陽光発電所やバイオマス発電所等の再生可能エネルギー案件の不動産開

発をはじめとした投資事業

（共同事業形式による再生可能エネルギー関連投資等を含む。）

 

２．報告セグメントの変更に関する事項

事業を効率的に運営するために組織体制を変更したことにより、事業セグメント区分の見直しを行い、「不動産

事業」「再生可能エネルギー関連投資事業」の区分に、報告セグメントを変更しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報は、当該変更後の名称及び区分により作成したものを記載しておりま

す。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に準拠

した方法であり、報告セグメントの利益又は損失は、営業利益ベースの数値であります。

また、当連結会計年度において、会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準

等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、報告セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に

変更しております。
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４．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報並びに収益

の分解情報

前連結会計年度（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他 合計
調整額
（注）１

連結財務諸表
（注）２

 不動産事業
再生可能
エネルギー
関連投資

計

売上高        

外部顧客への

売上高
1,046,760 1,979,615 3,026,375 － 3,026,375 － 3,026,375

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 1,046,760 1,979,615 3,026,375 － 3,026,375 － 3,026,375

セグメント利益又は損失

（△）
△76,212 1,872,544 1,796,332 － 1,796,332 △351,734 1,444,597

セグメント資産 3,576,895 1,151,751 4,728,647 － 4,728,647 2,441,851 7,170,499

その他の項目        

減価償却費 － － － － － 3,008 3,008

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
－ － － － － 765 765

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに帰属しない全社費用が含まれておりま

す。

（2）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に各報告セグメント

に帰属しない管理部門に係る資産であります。

（3）減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加

額であります。

２．セグメント利益又は損失（△）と連結損益計算書の営業利益は一致しております。
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当連結会計年度（自　2022年３月１日　至　2023年２月28日）

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務諸表
（注）３

 不動産事業
再生可能
エネルギー
関連投資

計

売上高        

顧客との契約から生じ

る収益
291,708 － 291,708 － 291,708 － 291,708

その他の収益 2,674,906 1,135,472 3,810,378 － 3,810,378 － 3,810,378

外部顧客への売上高 2,966,615 1,135,472 4,102,087 － 4,102,087 － 4,102,087

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － － －

計 2,966,615 1,135,472 4,102,087 － 4,102,087 － 4,102,087

セグメント利益又は損失

（△）
905,747 564,775 1,470,522 △44,286 1,426,235 △132,239 1,293,996

セグメント資産 3,042,336 1,724,168 4,766,504 33,203 4,799,708 3,798,774 8,598,482

その他の項目        

減価償却費 － － － 3,226 3,226 3,137 6,363

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
－ － － 18,459 18,459 2,888 21,347

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他付帯事業及び新規の事業準備

費用等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各セグメントに配分していない全社収益及び全社費用が含ま

れております。全社収益はグループ会社からの経営指導料等であり、全社費用は主に各報告セグメントに

帰属しない管理部門に係る費用であります。

（2）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に各報告セグメント

に帰属しない管理部門に係る資産であります。

（3）減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加

額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）と連結損益計算書の営業利益は一致しております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2021年３月１日 至 2022年２月28日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名

株式会社ティーティーエス企画（※） 1,979,615
再生可能エネルギー関連

投資事業

株式会社プラットホーム（※） 670,179 不動産事業

※ 顧客の名称又は氏名には共同事業パートナー名を記載しており、売上高については、共同事業形態に

よる流動化プロジェクトのうち、当社の持分相当部分や利益分配額を売上に計上しております。

 

当連結会計年度(自 2022年３月１日 至 2023年２月28日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名

株式会社ティーティーエス企画（※） 3,431,029
不動産事業及び再生可能エネ

ルギー関連投資事業

※ 顧客の名称又は氏名には共同事業パートナー名を記載しており、売上高については、共同事業形態に

よる流動化プロジェクトのうち、当社の持分相当部分や利益分配額を売上に計上しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自2021年３月１日　至2022年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2022年３月１日　至2023年２月28日）

該当事項はありません。

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自2021年３月１日　至2022年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2022年３月１日　至2023年２月28日）

該当事項はありません。

 

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自2021年３月１日　至2022年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社の役
員及びその
近親者が議
決権の過半
数を保有し
ている会社
等

株式会社
ティー
ティーエス
企画

福岡県
飯塚市

10,000 不動産業等 －

連結財務諸表
提出会社の子
会社の代表取
締役が保有す
る会社
 

資金の貸付
（注）

880,000

短期
貸付金

380,000

資金の回収
（注）

500,000

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を参考にして、一般取引先と同様に協議の上、決定しております。

 

当連結会計年度（自2022年３月１日　至2023年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社の役
員及びその
近親者が議
決権の過半
数を保有し
ている会社
等

株式会社
ティー
ティーエス
企画

福岡県
飯塚市

10,000 不動産業等 －

連結財務諸表
提出会社の子
会社の代表取
締役が保有す
る会社

資金の貸付
（注）１

360,000

短期
貸付金

360,000

資金の回収
（注）１

380,000

子会社の
役員

清野伸一
東京都

渋谷区
－ － －

連結財務諸表
提出会社の子
会社の代表取
締役

共同事業参
画金の拠出
(注）２

－
共同事業
出資金

110,000

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を参考にして、一般取引先と同様に協議の上、決定しております。

２．当該取引については、当社子会社役員就任前より行われている取引であり、その取引内容は独立第三者間

取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
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(２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自2021年３月１日　至2022年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2022年３月１日　至2023年２月28日）

該当事項はありません。

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自2021年３月１日　至2022年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2022年３月１日　至2023年２月28日）

該当事項はありません。

 

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自2021年３月１日　至2022年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社の役
員及びその
近親者が議
決権の過半
数を保有し
ている会社
等

株式会社
ティー
ティーエス
企画

福岡県
飯塚市

10,000 不動産業等 －

連結財務諸表
提出会社の子
会社の代表取
締役が保有す
る会社
 

共同事業参
画金の拠出
（注）１

735,000

共同事業
出資金
（注）３

2,664,000共同事業分
配金及び共
同事業参画
金の回収額
（注）１,２

3,301,615

資金の貸付

（注）１
232,000

短期
貸付金

232,000

事務所賃料
（注）１

10,909 － －

業務委託費
（注）１

120,000 － －

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を参考にして、一般取引先と同様に協議の上、決定しております。

２．共同事業参画金の回収額及び共同事業立替金の回収には、共同事業契約の見直しによる共同事業出資金及

び共同事業立替金の返金額も含まれております。

３．棚卸資産評価損計上後の金額を記載しております。
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当連結会計年度（自2022年３月１日　至2023年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社の役
員及びその
近親者が議
決権の過半
数を保有し
ている会社
等

株式会社
ティー
ティーエス
企画

福岡県
飯塚市

10,000 不動産業等 －

連結財務諸表
提出会社の子
会社の代表取
締役が保有す
る会社
 

共同事業参
画金の拠出
（注）１

1,055,000

共同事業
出資金
（注）３

2,387,000共同事業分
配金及び共
同事業参画
金の回収額
（注）１,２

3,543,029

資金の貸付

（注）１
1,800,000

短期
貸付金

2,032,000

事務所賃料
（注）１

10,909 － －

業務委託費
（注）１

120,000 － －

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を参考にして、一般取引先と同様に協議の上、決定しております。

２．共同事業参画金の回収額及び共同事業立替金の回収には、共同事業契約の見直しによる共同事業出資金及

び共同事業立替金の返金額も含まれております。

３．棚卸資産評価損計上後の金額を記載しております。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

当連結会計年度
(自　2022年３月１日
至　2023年２月28日)

１株当たり純資産額 4円31銭 5円10銭

１株当たり当期純利益 1円16銭 0円89銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － －

（注）１．前連結会計年度及び当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在する

ものの希薄化効果を有しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

当連結会計年度
(自　2022年３月１日
至　2023年２月28日)

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 1,670,057 1,276,447

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

(千円)
1,670,057 1,276,447

普通株式の期中平均株式数(株) 1,435,225,572 1,433,716,903

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

（連結子会社）

株式会社TTSエナジー

2018年２月20日開催の臨時

株主総会決議による新株予

約権

第1回新株予約権

新株予約権の数　60個

（普通株式　　　　60株）

（連結子会社）

株式会社TTSエナジー

2018年２月20日開催の臨時

株主総会決議による新株予

約権

第1回新株予約権

新株予約権の数　60個

（普通株式　　　　60株）

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 145,500 352,600 2.24 －

１年以内に返済予定の長期借入金 298,221 310,899 3.01 －

長期借入金 223,050 186,702 1.23 2026年～2030年

合計 666,771 850,201 － －

　（注）１.「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年以内における1年ごとの返済予定の総

額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 40,632 40,632 27,752 20,712

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,113,245 1,273,499 3,890,213 4,102,087

税金等調整前四半期（当期）純利益

（千円）
930,944 826,153 1,711,188 1,356,934

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益（千円）
918,765 814,353 1,586,393 1,276,447

１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
0.64 0.57 1.11 0.89

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は１株当た

り四半期純損失（△）（円）
0.64 △0.07 0.54 △0.22
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2022年２月28日)
当事業年度

(2023年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,706,467 1,294,465

販売用不動産 ※１ 189,191 ※１ 294,628

仕掛販売用不動産 ※１ 408,886 ※１ 838,541

共同事業出資金 1,061,000 1,140,000

短期貸付金 697,840 460,344

関係会社短期貸付金 1,878,823 1,556,503

その他 ※２ 623,940 ※２ 878,108

貸倒引当金 △6,991 △4,662

流動資産合計 6,559,159 6,457,928

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,753 8,106

その他 1,563 10,817

有形固定資産合計 3,316 18,923

無形固定資産   

その他 3,289 2,482

無形固定資産合計 3,289 2,482

投資その他の資産   

関係会社株式 2,100 2,200

長期貸付金 32,149 32,149

長期未収入金 33,920 ※２ 65,647

その他 ※１ 45,519 ※１ 72,549

貸倒引当金 △66,070 △97,797

投資その他の資産合計 47,619 74,749

固定資産合計 54,225 96,154

資産合計 6,613,384 6,554,083
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2022年２月28日)
当事業年度

(2023年２月28日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※１ 145,500 ※１ 352,600

１年内返済予定の長期借入金 298,221 310,899

未払費用 282,650 292,363

未払法人税等 986 1,382

その他 ※２ 34,044 ※２ 63,403

流動負債合計 761,403 1,020,648

固定負債   

長期借入金 223,050 186,702

固定負債合計 223,050 186,702

負債合計 984,453 1,207,350

純資産の部   

株主資本   

資本金 50,000 50,000

資本剰余金   

その他資本剰余金 2,797,818 2,797,818

資本剰余金合計 2,797,818 2,797,818

利益剰余金   

利益準備金 － 12,500

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 3,305,416 3,010,718

利益剰余金合計 3,305,416 3,023,218

自己株式 △524,304 △524,304

株主資本合計 5,628,931 5,346,732

純資産合計 5,628,931 5,346,732

負債純資産合計 6,613,384 6,554,083
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2021年３月１日
　至　2022年２月28日)

当事業年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

売上高 1,046,760 ※１ 888,567

売上原価 997,003 887,693

売上総利益 49,756 873

販売費及び一般管理費 ※２ 435,693 ※２ 478,210

営業損失（△） △385,937 △477,337

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※１ 59,255 ※１ 56,668

貸倒引当金戻入額 120,597 －

その他 30,486 39,947

営業外収益合計 210,339 96,616

営業外費用   

支払利息 15,125 15,922

貸倒引当金繰入額 － 31,726

その他 3,561 2,645

営業外費用合計 18,687 50,294

経常損失（△） △194,285 △431,015

特別利益   

債務保証損失引当金戻入額 81,794 －

その他 1,346 －

特別利益合計 83,141 －

特別損失   

関係会社出資金売却損 3,200 －

固定資産除却損 － 185

特別損失合計 3,200 185

税引前当期純損失（△） △114,344 △431,200

法人税、住民税及び事業税 991 △292,374

法人税等合計 991 △292,374

当期純損失（△） △115,335 △138,825
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

当事業年度
(自　2022年３月１日
至　2023年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

不動産事業原価  997,003 100.0 887,693 100.0

その他の事業原価  － － － －

合計  997,003 100.0 887,693 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）

    (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
その他資本剰余金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 2,797,818 2,797,818 3,420,752 3,420,752

当期変動額      

当期純損失（△）    △115,335 △115,335

自己株式の取得      

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 － － － △115,335 △115,335

当期末残高 50,000 2,797,818 2,797,818 3,305,416 3,305,416

 

    

 株主資本
新株予約権 純資産合計

 自己株式 株主資本合計

当期首残高 △440,204 5,828,366 360 5,828,726

当期変動額     

当期純損失（△）  △115,335  △115,335

自己株式の取得 △84,100 △84,100  △84,100

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

  △360 △360

当期変動額合計 △84,100 △199,435 △360 △199,795

当期末残高 △524,304 5,628,931 － 5,628,931
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当事業年度（自　2022年３月１日　至　2023年２月28日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金

 繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 2,797,818 2,797,818 － 3,305,416

当期変動額      

剰余金の配当     △143,372

利益準備金の積立    12,500 △12,500

当期純損失（△）     △138,825

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 － － － 12,500 △294,698

当期末残高 50,000 2,797,818 2,797,818 12,500 3,010,718

 

    

 株主資本

純資産合計
 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 利益剰余金合計

当期首残高 3,305,416 △524,304 5,628,931 5,628,931

当期変動額     

剰余金の配当 △143,372  △143,372 △143,372

利益準備金の積立 －  － －

当期純損失（△） △138,825  △138,825 △138,825

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

   －

当期変動額合計 △282,198 － △282,198 △282,198

当期末残高 3,023,218 △524,304 5,346,732 5,346,732
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

②その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

 

(2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

・販売用不動産、仕掛販売用不動産及び共同事業出資金

個別法

・貯蔵品

最終仕入原価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

建物（建物附属設備を含む）については定額法、その他については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ８～15年

備品 ２～８年

また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づき、３年間

で均等償却を行っております。

 

(2）無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率による貸倒見積高を計上し、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しておりま

す。

 

(2）賞与引当金

従業員への賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

 

(1）不動産事業

　不動産事業においては、自社単独又は共同事業形式による、住宅（区分所有の集合住宅及び戸建てを含

む。）、オフィスビル、ホテル、商業施設、物流施設や宅地造成等の開発型不動産をはじめとした各種不動産

への投資を行っております。自社単独による当該事業は、顧客に財を引き渡した時点で履行義務は充足される

と考え、当該時点で収益を認識しております。なお、共同事業形式による不動産投資に係る収益は、個別プロ

ジェクトごとに、金融商品実務指針に定める組合等の会計処理に準じて処理をしております。また、当該会計

処理に基づく収益計上額については、個別のプロジェクトにおける当社の役割を考慮して、経済実態を適切に

反映するよう判断しております。

 

(2）再生可能エネルギー関連投資事業

　再生可能エネルギー関連投資事業においては、自社単独又は共同事業形式による、太陽光発電所やバイオマ

ス発電所の再生可能エネルギー案件等の不動産開発をはじめとした投資を行っております。自社グループ単独

による当該事業は、顧客に財を引き渡した時点で履行義務は充足されると考え、当該時点で収益を認識してお

ります。なお、共同事業形式による再生可能エネルギー関連投資に係る収益は、個別プロジェクトごとに、金

融商品実務指針に定める組合等の会計処理に準じて処理をしております。また、当該会計処理に基づく収益計

上額については、個別のプロジェクトにおける当社の役割を考慮して、経済実態を適切に反映するよう判断し

ております。

 

５．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1）繰延資産の処理方法

株式交付費については、支出時に全額費用として処理しております。

 

(2）消費税等の処理方法

控除対象外消費税等については、発生事業年度の期間費用としております。

 

(3）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(4）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得

税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグ

ループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグ

ループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）

第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２

月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づ

いております。

なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税ならびに税

効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す

る取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）を適用する予定であります。
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（重要な会計上の見積り）

棚卸資産の評価

(1）財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

 前事業年度 当事業年度

販売用不動産 189,191 294,628

仕掛販売用不動産 408,886 838,541

共同事業出資金 1,061,000 1,140,000

棚卸資産評価損（売上原価） 179,498 7,218

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積り内容に関する情報

(1）の金額の算出方法は、「２．連結財務諸表等　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載されている

内容と同一のため、記載を省略しております。

 

（会計方針の変更）

１．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利

益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定

める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契

約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適

用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基

づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減しております。

　なお、当該会計基準等の適用が当事業年度の財務諸表及び期首の繰越利益剰余金に与える影響はありません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

なお、当該会計基準等の適用が財務諸表に与える影響はありません。

 

（表示方法の変更）

(売上原価明細書)

当事業年度にセグメント名称を変更したことに伴い、前事業年度において、独立掲記しておりました「不動産

投資事業原価」と「リノベーション事業原価」については、「不動産事業原価」として科目名を表示しておりま

す。当該変更は名称変更のみであり、損益計算書に与える影響はありません。
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（貸借対照表関係）

※１ (担保資産)

前事業年度（2022年２月28日）

短期借入金145,500千円の担保に供しているものは、次のとおりであります。

販売用不動産 111,425千円

仕掛販売用不動産 52,396千円

投資有価証券 20,000千円

 

当事業年度（2023年２月28日）

短期借入金352,600千円の担保に供しているものは、次のとおりであります。

販売用不動産 196,439千円

仕掛販売用不動産 174,719千円

投資有価証券 40,000千円

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く）

 
前事業年度

（2022年２月28日）
当事業年度

（2023年２月28日）

短期金銭債権 534,044千円 857,094千円

長期金銭債権 － 31,726

短期金銭債務 － 7,328
 
 

　３　債務保証

前事業年度（2022年２月28日）

株式会社ネクサスケアの施設賃料（1施設、月額4,905千円）について、債務保証を行っております。

 

当事業年度（2023年２月28日）

株式会社ネクサスケアの施設賃料（1施設、月額4,905千円）について、債務保証を行っております。
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2021年３月１日
至　2022年２月28日）

当事業年度
（自　2022年３月１日
至　2023年２月28日）

営業取引による取引高   

　売上高 －千円 217,509千円

営業取引以外の取引高 47,776 34,379

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度2.7％、当事業年度2.0％、一般管理費に属する費用のお

およその割合は前事業年度97.3％、当事業年度98.0％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2021年３月１日
　　至　2022年２月28日）

　当事業年度
（自　2022年３月１日

　　至　2023年２月28日）

役員報酬 123,600千円 123,600千円

支払手数料 109,583 130,205

給料及び手当 50,089 50,753

租税公課 36,904 56,458

減価償却費 3,008 6,363

賞与引当金繰入額 △2,972 2,939

貸倒引当金繰入額 2,658 △2,328

 

（有価証券関係）

前事業年度(2022年２月28日)

子会社株式及び関係会社出資金（貸借対照表計上額　関係会社株式2,100千円）は、市場価格がなく、時価を

把握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。

 

当事業年度(2023年２月28日)

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度
（千円）

関係会社株式 2,200
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2022年２月28日）
 
 

当事業年度
（2023年２月28日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 2,356,889千円 1,887,224千円

貸倒引当金 23,285  33,760

その他 1,755  2,983

繰延税金資産小計 2,381,930  1,923,968

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △2,356,889  △1,887,224

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △25,040  △36,743

評価性引当額小計 △2,381,930  △1,923,968

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金負債    

繰延税金負債合計 －  －

繰延税金資産の純額 －  －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　

（1）連結財務諸表　注記事項（収益認識関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ランド(E04015)

有価証券報告書

80/90



④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産 建物 1,753 6,939 － 586 8,106 5,844

 その他 1,563 13,798 0 4,544 10,817 22,535

 計 3,316 20,737 0 5,131 18,923 28,379

無形固定資産 その他 3,289 610 185 1,232 2,482 －

 計 3,289 610 185 1,232 2,482 －

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 73,061 35,385 5,987 102,459

賞与引当金 5,045 8,229 5,045 8,229

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日 ８月31日、２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ

ない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。

なお、電子公告は当会社のウェブサイトに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。

　http://www.land.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第26期）（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）2022年５月27日関東財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2022年５月27日関東財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書

（第27期第１四半期）（自　2022年３月１日　至　2022年５月31日）2022年７月15日関東財務局長に提出

（第27期第２四半期）（自　2022年６月１日　至　2022年８月31日）2022年10月14日関東財務局長に提出

（第27期第３四半期）（自　2022年９月１日　至　2022年11月30日）2023年１月13日関東財務局長に提出

 

(4）臨時報告書

2022年６月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   2023年５月25日

    

株式会社ランド    

取締役会　 御中    

 城南監査法人

 東京都渋谷区

 
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 坂口　洋二

 
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 加藤　 尽

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ランドの2022年３月１日から2023年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ランド及び連結子会社の2023年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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（共同事業出資金の評価の妥当性）

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　当連結会計年度末において会社及び連結子会社（以下、

「会社グループ」という。）は、連結貸借対照表上、共同

事業出資金を3,527,000千円計上している。これらの合計

金額の総資産に占める割合は41.0％である。

　これらの共同事業出資金の評価基準及び評価方法につい

ては、【注記事項】（連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項）の４．会計方針に関する事項（１）重要な

資産の評価基準及び評価方法②棚卸資産に記載されている

とおり、プロジェクトごとの個別法を採用している。具体

的には、正味売却価額が共同事業出資金の帳簿価額を下

回った場合には、正味売却価額をもって連結貸借対照表価

額としている。

　共同事業出資金の評価における重要な仮定は、正味売却

価額の算定の基礎となる見積売却価額並びに見積追加製造

原価及び見積販売直接経費である。

　この重要な仮定は、新型コロナウイルス影響緩和後の観

光・住環境も含めた不動産市況の動向、カーボンニュート

ラルに向けた政策及びこれに関連する法制度の改正、さら

には予期していなかった追加的コストの発生や金利の趨勢

などの影響下にある。

 上記のように、共同事業出資金の評価は経営者の仮定や

固有の判断に大きく影響を受け、不確実性が伴うため、評

価の妥当性に係る重要な虚偽表示リスクは高いと言える。

　以上より、当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討

事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、共同事業出資金の評価の妥当性を検討す

るに当たり、主として以下の監査手続を実施した。

１．内部統制の検討

（１）共同事業出資金を含めた棚卸資産の期末評価に関連

する内部統制の整備及び運用状況の有効性の評価を実施し

た。

２．関連証憑の閲覧、現地視察及び質問

（１）会社グループ又は共同事業パートナーにおけるプロ

ジェクトに関連する契約書・請求書・出金証憑を閲覧し、

プロジェクトに係る原価台帳と突合を実施した。

（２）当期末に保有する当該事業に係るプロジェクトにつ

いて、現地視察並びに現地責任者及び部門責任者への質問

を実施し、以下を検証した。

・　対象プロジェクト、すなわち売買目的物の実在性

・　対象プロジェクトに係る進捗状況並びに阻害要因の有

無及び当該要因のプロジェクト成否に与える影響の程度

（３）各プロジェクトに係る過去のキャッシュ・フロー実

績、今後のキャッシュ・フロー・シミュレーションや公示

地価情報など、会社グループが共同事業出資金の評価に利

用した資料を閲覧し、評価結果について分析するとともに

基礎指標の妥当性について検討した。

 

その他の事項

会社の2022年２月28日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任

監査人は、当該連結財務諸表に対して2022年５月26日付けで無限定適正意見を表明している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ランドの2023年２月

28日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社ランドが2023年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。
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内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社ランド(E04015)

有価証券報告書

88/90



 

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

   2023年５月25日

株式会社ランド    

　取締役会　御中    

 城南監査法人

 東京都渋谷区

 
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 坂口　洋二

 
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 加藤　 尽

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ランドの2022年３月１日から2023年２月28日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ランドの2023年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
 

（共同事業出資金の評価の妥当性）

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（共同事業出資金の評価の妥当性）と同一内容

であるため、記載を省略している。

 

その他の事項

　会社の2022年２月28日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査人

は、当該財務諸表に対して2022年５月26日付けで無限定適正意見を表明している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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